
 

 

地区計画届出の手引き 

下日出谷西地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

桶川市都市整備部都市計画課 

 

 



１ 下日出谷西地区  地区計画計画書 

      桶川都市計画下日出谷西地区 地区計画を次のように変更する。 
決 定 告 示 年 月 日 
平成２２年 ３月１２日 

名    称 下日出谷西地区 地区計画 

位    置 桶川市下日出谷西１丁目、２丁目、３丁目 

面    積 約３３．４ｈａ 

区

域

の

整

備

・

開

発

及

び

保

全 

に

関

す

る

方

針 

地 区 計 画 

の 目 標 

 本地区は、桶川市の中心市街地より西１．５㎞に位置し、南側は県道さいたま・鴻巣線を

挟んで上尾市と接し、今後市の副次核を形成する地区として位置付けられている。 

 本地区計画では、土地区画整理事業の効果の維持と増進を図るため、地域核として公共施

設を配置するとともに中高層建築物を誘導し、周辺の住宅地域においては、低層低密な土地

利用を図る。 

 また、あわせて建築物の規制誘導を行い「美しいたたずまいと快適な都市の建設」の実現

を図る。 

土 地 利 用 

の 方 針 

本地区のうちＡ地区は、都市計画道路沿いに生活利便施設としての沿道サービス業務施設

を配置し、Ｂ地区は地域核としての土地利用と土地の効率的な利用を推進するために、中高

層建築物を誘導することとし、Ｃ地区は低層低密な住宅を主体にした良好な住宅地としての

土地利用を図る。また、Ｄ地区は、住宅に加え小規模な沿道サービス施設を誘導する。 

建 築 物 等 の 

整 備 の 方 針 

 地区計画の目標及び土地利用の方針に基づき、用途の混在を防ぐために建築物の用途の制

限を行うとともに、敷地面積の最低限度、壁面の位置、建築物等の高さの最高限度及びかき

又はさくの構造の制限を行い、更に土地の有効利用を促進するために容積率の制限を行う。 

 
地 
区 
整 
備 
計 
画 
 

 
建
築 
物 
等 
に 
関 
す 
る 
事 
項 

地区の細区分 Ａ 地 区 Ｂ 地 区 Ｃ 地 区 Ｄ地区 

細区分の面積 約４.５ｈａ 約１１.４ｈａ 約１５.２ｈａ 約２．３ｈａ 

建 築 物 の 

用 途 の 制 限 
― 

次に掲げる建築物は建築してはなら

ない。 

１． ホテル又は旅館 

２． 自動車教習所 

３．火薬類、ガス等の貯蔵及び処理

施設（石油類を除く） 

― 

建 築 物 の 

延 べ 面 積 の 

敷 地 面 積 に 

対する割合の

最 高 限 度 

建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合の最高限

度は次の表の左欄に掲げる敷地面積の区分に応じ、同表

右欄に掲げる数値とする。 

面   積 割   合 

３００㎡以上 ２０／１０ 

３００㎡未満 １５／１０ 
 

― 

建 築 物 の 

敷 地 面 積 の 

最 低 限 度 

１６５㎡ １２０㎡  

 ただし、地区計画の規定の適用の際、すでに上記に定める最低限度未満の建築物の敷地又

は建築物のない敷地で、当該規定に適合しないこととなる敷地については、適用の際の敷地

の面積を最低限度とする。 

壁 面 の 位 置 

の 制 限 

建築物の外壁若しくはこれに代わる柱（自動車車庫の

柱を除く）の面から隣地境界線までの距離は次のとおり

とする。 

ただし、５㎡以下の物置、２０㎡以下の車庫で住宅に

付属するもの及び外壁、又はこれに代わる柱の中心線の

長さが３ｍ以下のものについては、この限りでない。 

１．０ｍ 

― 

建築物等の高

さの最高限度 
― 

１２ｍ 

 北側斜線制限

を第１種低層住

居専用地域と同

様とする。 

かき又はさく

の構造の制限 

道路に面する側のかき又はさくの構造は、次の各号の一に揚げるものとする。 

（１）生垣 

（２）高さ６０㎝以下の基礎の上に透視可能なフェンス・さくを施したもの、又は植栽を組

み合わせたもので、高さは宅地地盤面から１．８ｍ以下のものとする。 

「区域及び壁面の位置の制限は計画図のとおり。」
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２ 地区の区分について 
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３ 敷地面積の最低限度について 

 

○ 建築物の敷地面積の最低限度をＡ地区、Ｂ地区、は１６５㎡、Ｃ地区、Ｄ地区は１２０㎡とし

ます。 

   したがって、土地の分割等により上記限度に適合しなくなった敷地での建築行為等は、地区 

計画に不適合となります。 

○ ただし、地区計画施行以前から、すでに上記限度に達していない敷地を分割せずに利用する 

ことは差し支えありません。 

○ なお、すでに建物の建っている敷地の一部を分割する場合、それぞれの敷地が上記限度に適 

合していることはもとより、容積率・建ぺい率などその他の地区計画の制限や諸法令に不適格 

なものとならないようご注意ください。 

 

□ 例（Ａ、Ｂ地区の場合、カッコ内はＣ、Ｄ地区の場合） 

施     行     前 施     行     後 

 

 

        １５０㎡       →               １５０㎡ 

        （１００）                   （１００） 

                                 ○ 

 

 

              １６５㎡          →       １００㎡       ６５㎡ 

       （１２０）                 （８０）      （４０） 

                               ×     × 

 

 

        ３５０㎡         →     １８０㎡       １７０㎡ 

              （２５０）                           （１３０）      （１２０） 

                                                       ○          ○ 

 

 

          ３１５㎡                 →         １６５㎡      １５０㎡ 

        （２３０）                          （１２０）     （１１０） 

                            ○         × 

 

 ○：建築物の敷地として地区計画に適合 

 ×：建築物の敷地としては地区計画に不適合 
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４ 壁面の位置の制限について 

 

○ Ａ地区及びＢ地区において、敷地面積 165 ㎡以上の場合、建築物の外壁またはこれに代

わる柱（自動車車庫の柱を除く）の面は、隣地境界線から 1.0ｍ以上離すこととします。

ただし、次項にあてはまる部分については、この限りではありません。 

 

１．床面積の合計が５㎡以下の物置 

２・床面積の合計が２０㎡以下の車庫で住宅に付属するもの 

３．外壁、またはこれに代わる柱の中心線の長さの合計が３ｍ以下の建築物の部分 

 

○ なお、床面積に入らない出窓についても、この限りではありません。 

 
  イメージ図 

３の要件を満たすでっぱり 

２の要件を満たす車庫 １の要件を満たす物置 
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５ かき又はさくの制限について 

 
○ かき又はさくの構造の制限は、道路境界において適用され、次の図のような構造としま

す。 

 

 

 

 

○ また、門柱・門のそで等については、次のような構造とします。 

 

① 門柱・門扉・そでの組み合わせ 

 

 

② 門扉・そでの組み合わせ 
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６ 既存不適格建築物について 

 

○ 地区計画の施行された日（平成元年１０月３日、この日を「基準日」とします。）以前に、 

すでに地区計画の制限に適合していない建物をそのままの形態で使用することは特に差し支 

えありませんが、建物の建て替え時には、地区計画により制限を受けることになります。 

○ また、地区計画の内容に不適合な部分を含む建築物等の増築、改築、修繕または模様替え 

の時は、これらの行為にかかる不適合な部分を是正してください。（ただし、建築物の敷地面 

積の最低限度については、是正の必要はありません。） 

 

 ○ Ｃ地区の建築物の敷地面積の最低限度は、平成元年１０月３日から平成８年１１月１８日 

  までの間のみ、その限度を１００㎡として適用します。 
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７ 届出の必要な行為 

 

 ○ 地区計画区域内における次の行為については、当該行為の３０日前までに、市長への 

  「届出」が必要になります。 

（１） 土地の区画形質の変更 

（２） 建築物の建築又は工作物の建設 

（３） 建築物の用途の変更 

（４） 建築物等の形態又は意匠の変更 

 

○ 届出が必要かどうか判断が難しい時には、都市計画課までお問い合わせください。 
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８ 届出の方法 

 

  届出書類 

１．届出書 

２通（うち１通は、届出の内容が地区計画に適合していることを確認後、返却します。） 

   

２．添付書類 

    上記届出書に以下に掲げる書類を添付してください。 

    「案内図」……………  行為を行う土地の周囲の状況がわかる図面 

    「土地登記簿謄本…… 地区計画施行以前から敷地の最低限度に満たない場合のみ提出 

     の写し」 

    「公図の写し」……… 当該行為を行う場所のもの 

    「求積図」 

    「設計図書」………… 下記のとおり 

 

行 為 の 種 類 図 面 縮 尺 備     考 

（１） 土地の区画形質 

の変更 

設計図 1/100 以上 構造図及び断面図 

（２） 建築物の建築、 

工作物の建設又 

は建築物の用途 

の変更 

配置図 1/100 以上 敷地内における建築物又は工作

物の位置を表示 

平面図 1/100 以上 各階のもの 

建物求積図 ― ― 

立面図 1/100 以上 二面以上 

かき又 

はさく 

の構造 

1/100 以上 立面図・断面図等、基礎部分の 

高さやフェンスの高さ等が確認

できるよう寸法を表示 

（３） 建築物又は工作 

物の形態又は意 

匠の変更 

配置図 1/100 以上 敷地内における建築物又は工作

物の位置を表示 

立面図 1/100 以上 二面以上 

    ※ 壁面の位置の制限がかかっている場合には、必要に応じ、配置図、平面図及び立面 

図に後退線を表示し、適合していることが確認できるよう寸法等を表示してください。 

 

    届 け 先 桶川市都市整備部都市計画課 
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９ 届出書の記載例（建築物の建築の場合） 

地区計画の区域内における行為の届出書 

                                   ◎◎年○○月××日 

桶川市長                 届出者 住 所 桶川市〇〇丁目△△－△ 

氏 名  桶 川  太 郎    

都市計画法第５８条の２第１項の規定に基づき 

（１）土地の区画形質の変更 

（２）建築物の建築又は工作物の建設 

（３）建築物等の用途の変更                  について、下記により届け出ます。 

（４）建築物等の形態又は意匠の変更 

（５）木竹の伐採 

記 

                                      地区名    〇〇〇     地区 

１ 行為の場所    桶川市〇○丁目△△－△                仮換地    街区      画地 

２ 行為の着手予定日    ◎◎年○○月××日 

３ 行為の完了予定日    ◎◎年○○月××日 

４ 設計又は施行方法  （鉄筋コンクリート・鉄骨・木造・その他              ） 

（１）土地の区画形質の変更 区域の面積                   ㎡ 

(２) 

建は 

築工 

物作 

の物 

建の 

築建 

又設 

（イ）行為の種類（建築物の建築・工作物の建設） （新築・改築・増築・移転） 

(ロ) 

設 

計 

の 

概 

要 

 届 出 部 分 届出以外の部分 合    計 

(ⅰ)敷地面積   １６５㎡ 

(ⅱ)建築又は建設面積 ８０．25 ㎡ ０㎡ ８０．25 ㎡ 

(ⅲ)延床面積 １３０．50 ㎡ ０㎡ １３０．50 ㎡ 

(ⅳ)高さ（地盤面から） ８．125ｍ 

(ⅴ)用途 専 用 住 宅 

(ⅵ)かき又はさくの構造 ブロック積（宅盤よりＨ＝６００）、フェンス（Ｈ＝９００） 

（３） 

建築物等の 

用途の変更 

(イ)変更部分の延床面積 ㎡ 

(ロ)変更前の用途  

(ハ)変更後の用途  

（４）建築物等の形態又は意匠の変更 変更の内容 

（５）木竹の伐採 伐採面積                      ㎡ 

 備考１．届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 

    ２．建築物等の用途の変更について変更部分が二以上あるときは、各部分ごとに記載すること。 

    ３．地区計画において定められている内容に照らして、必要な事項について記載すること。 

    ４．同一の土地の区域について２以上の種類の行為を行おうとするときは、一の届出書によることができる 

代理人（連絡先）住 所 桶川市〇〇丁目－△△－△   

氏 名  桶 川  次 郎      

 記入例の解説については、次ページを参照してください。 

 

市記入欄 

① 
② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧

⑧ 

⑨

⑧ 

⑩

⑧ 

 

 

 

 

⑪

⑫ 

⑬

⑭

⑮

⑯ 

⑰ 
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記入例の解説 

 

① 届出書を窓口に提出する日付を記入してください。 

② 届出者の住所・氏名を記入してください。建築行為等の場合、届出者は原則として 

建築主となります。 

③ 該当する行為に○をしてください。 

④ 行為を行う場所の地名地番・地区名（下日出谷西地区）を記入してください。 

⑤ 行為の着手予定日を記入してください（届出日の３０日以上後になります。） 

⑥ 行為の完了予定日を記入してください。 

⑦ 該当する構造に○をしてください。該当する構造がない場合には、その他に○をし、 

   右余白に具体的な構造を記入してください。 

⑧ 画地を分割する場合のみ、画地全体の面積を記入してください。 

⑨ 該当するものに○をしてください。 

⑩ 該当するものに○をしてください。 

⑪ 敷地面積を記入してください。 

⑫ 建築面積を記入してください。 

⑬ 延べ面積を記入してください。 

⑭ 建築物等の地盤面からの最高の高さを記入してください。 

⑮ 建築物等の用途を記入してください。 

⑯ 敷地の道路に面する側に垣や柵、塀等設ける場合は、具体的な構造を記入してください。 

⑰ 代理人がいる場合、代理人または連絡者の住所・氏名・電話番号を記入してください。 

  ※ その他、この記入例によりがたいと思われる場合は、都市計画課までお問い合わせくだ 

   さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区計画に関するお問い合わせは…… 

〒３６３－８５０１ 

桶川市泉１丁目３番２８号 

桶川市都市整備部都市計画課 

ＴＥＬ：０４８－７８６－３２１１（代） 

ＦＡＸ：０４８－７８６－９８６６ 

 

〔令和５年１２月１９日一部改訂〕 


